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第63期 報告書 平成26年4月1日～平成27年3月31日

平成27年3月期連結業績のポイント

平成28年3月期の見通し

売上高
19,200百万円

前期比
10.1％増

営業利益
300百万円

前期比
45.9％増

経常利益
200百万円

前期比
36.3％減

当期純利益
130百万円

前期比
62.6％減

1株当たり当期純利益
9円

前期比
77.9％減

CHOYA㈱からの一部事業の
譲受による百貨店向け販売
の拡大。

売上高
17,437百万円

前期比
5.1％増

平成27年3月期業績が前期を大幅に上回った要因に、急激な円安ドル高の進行に伴う為替差益の計上と、CHOYA事業譲受による
負ののれん発生益の計上があります。平成28年3月期の予想にあたっては、前期固有の要因であったこれら要因を見込まず見通し
を作成しております。これにより、経常利益・当期純利益については、前期を下回る予想としております。しかしながら、平均販売
価格の上昇による販売1枚当たりの粗利益の向上等により、益率の改善が図られており、前年度不振だったカジュアルOEM受注が
秋物以降で復活が決定するなど、収益改善の傾向は今期も継続いたします。加えてCHOYA事業の譲受による事業拡大の効果を最
大限に発揮し、売上高、営業利益が拡大する見通しです。

不採算直営店の撤退、不採算
商材の休止による収益力の
強化。

営業利益
205百万円

前期比
128.9％増

円安ドル高による外貨建て
資産の評価差額による為替
差益の発生が大きく寄与。

経常利益
313百万円

前期比
242.6％増

一部資産の減損損失を計上
するも、事業譲受に起因する
負ののれんの計上により大
幅増益。

当期純利益
348百万円

前期比
276.3％増

商品別
売上高

（単位：百万円）
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348

130
（予想）

平成26年
3月期

平成27年
3月期

平成28年
3月期

レディースシャツ
4.4％

賃貸収入
0.5％カジュアル

20.0％

ドレスシャツ
75.1％



連結貸借対照表（要旨） 単位：百万円

連結損益計算書（要旨） 単位：百万円

前連結会計年度末
平成26年3月31日現在

当連結会計年度末
平成27年3月31日現在

前連結会計年度末
平成26年3月31日現在

当連結会計年度末
平成27年3月31日現在

営業利益
89

売上高
16,592

経常利益
９１

売上高
17,437

売上原価 13,054
返品調整引当金繰入額 58
販売費及び一般管理費 4,120

法人税等
68

少数株主損失
6

営業外収益
302 営業外費用

194

営業利益
205

経常利益
313

特別損失
137

当期純利益
348

特別利益
233

有形固定資産
3,291

無形固定資産
548

投資その他の資産
172

流動資産
11,963

資産合計
14,598

資産合計
16,564

有形固定資産
3,754
無形固定資産
625
投資その他の資産
221

固定資産
4,601

流動資産
10,584

固定資産
4,013

負債・純資産合計
14,598

負債・純資産合計
16,564

負債合計
9,570

流動負債
7,133
固定負債
1,883
株主資本

新株予約権

5,120

3
少数株主持分

22

その他の
包括利益累計額

435

流動負債
6,975
固定負債
2,595
株主資本

新株予約権

6,282

6
少数株主持分
20

その他の
包括利益累計額
685

純資産合計
6,994

負債合計
9,016

純資産合計
5,581

税金等調整前
当期純利益
410

当期
純利益
92

前連結会計年度
平成25年4月1日～平成26年3月31日

当連結会計年度
平成26年4月1日～平成27年3月31日

（注）百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結財務諸表（要旨）

株主の皆様へ

　当社グループにおいては、前年度末の消費税増税前駆け込み需要の反動減や中価格帯商
材や一部カジュアル商材の受注が減少するなど、年度前半においてマイナス要因はあった
ものの、不採算直営店の撤退や高付加価値商品の拡大など増益策を講じ、収益の改善を着
実に図りました。これに加えて、年度後半のCHOYA㈱からの一部事業の譲受により、百貨
店向けを中心とするドレスシャツ販売が大きく拡大し、第4四半期においてもリクルート
需要が前年度よりも3ヶ月後ろ倒しとなったことも加わって消費税増税前の駆け込み需要
があった前年同期を上回る売上高を計上しました。
  この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は174億37百万円、営業利益は2億5
百万円、経常利益は円安ドル高の為替差益の発生等により3億13百万円となりました。不
採算の国内直営店舗資産や海外子会社における固定資産の減損による特別損失を1億34
百万円計上したものの、事業譲受に起因する負ののれんの計上等による特別利益2億33
百万円を計上した結果、当期純利益は前連結会計年度の約3.8倍の3億48百万円となりま
した。
　今後とも山喜は、各部の連携を更に強化することによって、グループの「総合力」を発揮
し、経営環境の変化への対応力を高め、合理的で効率的な経営管理によって、「最良の企業」
への道に向かって歩み続けます。
　株主の皆様におかれましては、何卒引き続きご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し
あげます。

代表取締役社長 宮本 惠史

豊かなマーケティング力と、効率経営で、
「最良の企業」への道を歩み続けます。



Q1.   中期的な経営戦略はどうなっ
ていますか？

A1．  平成28年3月期以降の3ヵ年の基本的な事業戦略として、
以下の方針を定めております。
・メーカー機能強化による国内卸売り市場でのシェア拡大
・オリジナル商品の集約・刷新による競争力強化
・WEB販売、コンセ拡充による直販チャネル強化
・海外におけるOEM受注の強化

Q2.   平成26年11月20日付で公表
されたライツ・オファリングに
よる新株予約権の権利行使結
果はどうなりましたか？

A2．  ライツ・オファリングによる新株予約権の権利行使の
結果ですが、平成27年2月17日（火）をもって終了し、権
利行使の結果は次の通りとなり、CHOYA事業に活用さ
れています。
・権利行使された本新株予約権の個数：6,903,841個

・本新株予約権の発行総数に対する権利行使割合：91.56％
多くの株主様にご理解ご協力をいただき、ライツ・オファ
リングにより発行された新株予約権の91.56%が行使さ
れ、次の結果となりました。
・権利行使により交付された株式数：6,903,841株
・払込総額：828,460,920円

Q3.   CHOYA㈱の事業譲受による
当社業績への寄与は？

A3．  平成27年3月期連結業績において、CHOYA㈱から譲り
受けた百貨店事業における売上高が11億円、当社の子
会社となった高山CHOYAソーイング㈱のグループ外顧
客への売上高は2億30百万円で、この合計13億30百万
円が同期業績へのCHOYA㈱からの事業譲受の寄与と
考えられます。また平成28年3月期連結業績への影響に
ついては、売上高年間20億円、営業利益年間1億50
百万円、経常利益年間1億円のかさ上げ効果を予測して
おりますが、これ以上のさまざまな形での事業譲受効果
の発現をめざし、運営を進めてまいります。

TOPICS　山喜Q＆A

（株主ご優待券のご利用方法の概要）
株主ご優待券（表面右上）にスクラッチ式のパスワード
を設けています。

主な変更点
株主ご優待券の額面および配布枚数が変更となります。

ご利用枚数制限を廃止し、1商品につき2枚以上の株主
ご優待券がご利用になれます。
ただし、有効期限が平成27年7月31日の株主ご優待券
は、従来通り1商品につき1枚限りのご利用とさせていた
だきます。

ご所有株式数 株主ご優待券枚数
100 ～  199 株 1,000 円券 1 枚
200 ～ 1,999 株 2,500 円券 1 枚

2,000 ～ 5,999 株 2,500 円券 2 枚
6,000 ～ 9,999 株 2,500 円券 3 枚

10,000 株以上 2,500 円券 5 枚

店舗でご利用される場合は、スクラッチを削ら
ずに、そのままご持参ください。
※スクラッチが削られたご優待券は店舗ではご利用になれません。

1

Web Shopでのご利用の際は、注文画面の備考
欄または要望欄に、ご利用になる株主ご優待券
のスクラッチ部分を削って表示されたパスワー
ドをご入力ください。
※株主ご優待券の利用方法の詳細については、株主ご優待券の

封筒に同封されている「株主ご優待券のご案内」をご覧くだ
さい。

※Web Shopでのご利用の場合は、当社宛への優待券の送付
は必要ありません。

2

◆  株主ご優待券のご利用方法の 
ご案内

スクラッチ式の
パスワード



この度の「株主ご優待券」の
有効期限は平成28年1月
31日までとなります。

詳しくは同封の「株主ご優待券
のご案内」をご覧ください。

平成27年3月31日現在の
株主様に「株主ご優待券」を
ご送付申しあげます。

株主様ご優待制度のご案内

株主名 持株数（株） 持株比率（%）

宮本惠史 1,781,214 11.91

日清紡ホールディングス株式会社 763,490 5.12

山喜共伸会 453,357 3.03

丸紅株式会社 385,660 2.58

株式会社SBI証券 282,500 1.89

山喜従業員持株会 227,368 1.52

株式会社オフィスサポート 203,900 1.36

シキボウ株式会社 201,600 1.35

楽天証券株式会社 166,000 1.11

カンダコーポレーション株式会社 149,800 1.00

株式の状況 （平成27年3月31日現在） 会社概要 （平成27年3月31日現在）

役員一覧 （平成27年3月31日現在）

大株主（上位10名）の状況 （平成27年3月31日現在）

株式分布状況 （平成27年3月31日現在）

株主メモ

商 号 山喜株式会社

設 立 昭和23年6月11日

資 本 金 33億5,522万円

従 業 員 数 206名

主 な 事 業 内 容 紳士・婦人用シャツ等の製造ならびに販売

主 な 事 業 所 本社　〒540-0005　大阪市中央区上町1-3-1
TEL.06-6764-2211（代表）

発行可能株式総数 普通株式　25,900,000株
発行済株式の総数 普通株式　14,950,074株

（うち、自己株式506,281株）
単元株式数 100株
株主数 20,866名

証券会社 18名（0.09％）外国法人等
40名（0.19％）
その他の法人

120名（0.58％）
金融機関 6名（0.03％）

個人その他
20,681名
（99.11％）

自己名義株式
1名（0.00％）

所有者別株式数内訳 所有者別株主数内訳

20,866名14,950,074株

金融機関
443,925株
（2.97％）

証券会社
669,736株（4.48％）

自己名義株式
506,281株
（3.39％）

個人その他
10,521,685株
（70.38％）

外国法人等
133,201株
（0.89％）

その他の法人
2,675,246株
（17.89％）

代表取締役社長 宮 本 惠 史

専 務 取 締 役 小 林 　 淳

常 務 取 締 役 白 㟢 雅 郎

取 締 役 松 本 弘 士

取 締 役 青 木 　 均

監 査 役（ 常 勤 ） 益 田 時 良

監 査 役（ 常 勤 ） 岡 野 　 繁

監 査 役 美 並 昌 雄

監 査 役 溝 端 浩 人

単 元 株 式 数 100株
上場金融商品取引所 株式会社東京証券取引所市場第 2 部

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
　株主様の住所変更、買取請求、配当金の振込指定、その他各種お手続き
につきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で
承ることとなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わ
せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませ
んのでご注意ください。

【特別口座について】
　特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三井
住友信託銀行が口座管理機関となっておりますので、三井住友信託銀行に
お問い合わせください。株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行ではお手
続きできませんので、ご注意下さい。

【未受領の配当金について】
三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年6月開催
基 準 日 定時株主総会　毎年3月31日

期 末 配 当　毎年3月31日
中 間 配 当　毎年9月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
℡ 0120-094-777（通話料無料）

インターネットホームページ http://www.tr.mufg.jp/daikou/
特別口座の口座管理機関 三井住友信託銀行株式会社
同 連 絡 先 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
℡ 0120-782-031（通話料無料）

インターネットホームページ http://www.smtb.jp/personal/agency/
index.html

公 告 の 方 法 当社のホームページに掲載します。
（http://www.e-yamaki.co.jp）

ただし、電子公告を行うことができない事故その他のやむ
を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載します。

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

※美並昌雄、溝端浩人は社外監査役です。


